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はじめに 
 

 
 
町民の皆様には、平素より町行政全般にわたりまして、ご理解とご協力をい

ただいておりますこと、心から厚くお礼申しあげます。 

国内の年間自殺者数が平成１０年に初めて３万人を超え、平成１５年には３

万４４２７人と統計開始以来最多になるなど、自殺は社会の問題として認識さ

れるようになり、約２０年の月日が経過しました。当町においては、平成２０

年に自殺者が急増したため、平成２１年に自殺防止対策会議を設置し、相談体

制の整備や見守り体制の強化等、自殺対策の推進に取り組んでまいりました。 

当町では、この度、国の自殺総合対策大綱を踏まえ、自殺の現状分析や課題

を整理し、「こころといのちを大切にするまちづくり」を基本理念とした白浜

町第１期自殺対策計画を作成しました。本計画では、庁内の多様な事業を生き

ることを支える取組として位置づけ、福祉部局のみならず全庁的に自殺対策の

推進に取り組んでまいりますので、より一層のご理解とご協力をよろしくお願

い申しあげます。 

最後に、本計画の策定にあたり貴重なご意見やご支援をいただきました多く

の皆さま方に厚く御礼申しあげます。 

 

令和２年３月 

 

白浜町長 井澗 誠 
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第 1 章 計画策定にあたって
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(１)計画策定の背景と趣旨 
  

平成１８年１０月、「自殺対策基本法」が施行され、「個人の問題」と認識され

がちであった自殺を「社会の問題」として認識し、全ての人がかけがえのない個

人として尊重され、誰もが生きがいや希望をもって暮らすことが出来る社会の

実現を目指すことが掲げられました。 

平成１９年６月には、自殺対策基本法に基づき政府が推進すべき自殺対策の

指針として自殺総合対策大綱（以下、「大綱」）が策定され、町においても平成２

１年から自殺防止対策会議の設置や地域自殺対策緊急強化基金事業を活用等、

自殺対策の推進に取り組んでいます。 

 平成２８年４月に自殺対策基本法（以下、「法」）が改正され、全ての市町村に

おいても「地域自殺対策計画」の策定が義務付けられたことから、町の自殺の現

状分析や課題の整理を実施し、これまでの取組みを発展させることで「誰もが自

殺に追い込まれることのない社会」の実現をめざし、令和２年度から令和５年度

までの４年間を計画期間とする「白浜町第１期自殺対策計画～こころといのち

を大切に～」を新たに策定します。 

 

 

(２)計画の位置づけ 
 

本計画は、法第１３条に定める「市町村自殺対策計画」として位置付けます。

計画の策定にあたっては、大綱及び和歌山県自殺対策計画並びに第２次白浜町

長期総合計画や第３期白浜町地域福祉計画等の関連計画との整合を図るものと

します。 
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第２章 自殺の実態分析 
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(１)自殺の現状 
 

全国では毎年、白浜町の人口とおよそ同数の人々が自ら命を落としています。

町民においても毎年数名の方が自ら命を落としており、男性割合が多い状況で

す。 

 

■ 年間の自殺者数 

 H25 H26 H27 H28 H29 合計 

全国 

男性 18,586 17,219 16,499 14,964 14,660 81,928 

女性 8,455 7,999 7,307 6,739 6,467 36,967 

合計 27,041 25,218 23,806 21,703 21,127 118,895 
 

和歌山県 

男性 141 129 139 156 118 683 

女性 70 57 51 71 62 311 

合計 211 186 190 227 180 994 
 

白浜町 

男性 1 2 3 5 1 12 

女性 1 1 2 0 1 5 

合計 2 3 5 5 2 17 

内閣府ＨＰ「地域における自殺の基礎統計（市町村別集計 住居地・自殺日ベース総数）」参照 

 

男女別・年代別の自殺者の割合をみると、男性は平成 25 年から 29 年中の

自殺者数は 12 名、女性は 5 名、男性の自殺は幅広い年代に、女性は中高年層

に多い傾向にあります。 

 

■ 町民の年齢別自殺者数（平成 25年から 29年中合計） 

 

厚生労働省ＨＰ「地域における自殺の基礎統計（市町村別集計 住居地・自殺日ベース総数）」参照 

0

1

2

3

19歳以下 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上

人数

年代男性 女性
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消防署への救急要請のうち自損事故による出動件数の割合をみると、年間

1,800件弱出動しているうち、毎年 20 件前後は自損事故（※）による出動とな

っています。（※）故意に自分自身に傷害等を加えた事故 

 

 

■ 町内自損事故の消防署対応件数 

暦年 
出動件数 

(全体件数) 
搬送人員 

(全体人数） 

（内訳についてはすさみ町も含む） 

死亡 重症 中等度 軽症 

H25 20 (1641) 16 (1532) 2 3 4 10 

H26 29  (1768) 26  (1611) ５ ４ ９ １０ 

H27 14 (1739) 8 (1579) ２ ４ ３ １ 

H28 23 (1775) 12 (1604) ０ ０ ７ ５ 

H29 ７ (1771) ２ (1589) ２ ０ ０ ０ 

※重症とは、３週間以上の入院加療を必要とするもの。中等度とは、入院を必要とするもので重傷に至らないもの。 

軽症とは、入院を必要としないもの。             白浜町消防本部「火災・救急・救助統計」参照 

 

 

「居住地における自殺者数」と「発見地における自殺者数」を比較すると、町

民が自殺する人数よりも町内で発見される自殺者数が 2.6 倍多い状況です。和

歌山県全体では、男性の発見地における自殺者数が居住地における自殺者数よ

りも多くなっていますが、町においては男女ともに発見地（町内）における自殺

者数が居住地（町民）における自殺者数を上回っています。 

 

■「居住地における自殺」と「発見地における自殺」（平成 25年から 29年合計） 

 

厚生労働省ＨＰ「地域における自殺の基礎統計（自殺日ベース総数）」参照 
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大綱では、「自殺は、その多くが追い込まれた末の死である。自殺の背景には、

精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立

などの様々な社会的要因がある。」とされています。和歌山県自殺対策計画によ

ると、自殺に追い込まれる要因・動機としてどの世代においても「健康問題」が

最も高くなっています。また、健康問題に次いで子供・若者層（39 歳まで）で

は勤務問題、中高年齢層（40～59 歳）では経済・生活問題、高齢者層（60 歳

以上）では家庭問題の割合が、和歌山県・全国共に高い傾向にあります。 

 

■ 自殺の原因・動機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山県自殺対策計画参照 
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田辺・西牟婁圏域の主な自殺の特徴をみると、仕事に関連する悩みからうつ状

態となり、自殺につながるケースが多くなっています。 
 

Ӻ ίӽχ︠σꜛ╙χ ˢꜛ╙ ʾ ạ ʺH25̇29›ὓˣ 

上位５区分 
自殺者数 
5 年計 

割合 
自殺死亡率* 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路** 

1 位:男性 40～59 歳有職同居 25 17.4% 39.7 
配置転換→過労→職場の人間関係の
悩み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2 位:男性 60 歳以上無職同居 17 11.8% 34.0 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み
（疲れ）＋身体疾患→自殺 

3 位:男性 60 歳以上無職独居 16 11.1% 134.2 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状
態→将来生活への悲観→自殺 

4 位:男性 20～39 歳有職同居 13 9.0% 30.5 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラ
ック企業)→パワハラ＋過労→うつ
状態→自殺 

5 位:女性 60 歳以上無職同居 11 7.6% 13.6 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」参照 

 
※順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順としていま
す。 

*自殺死亡率の母数（人口）は平成 27年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計し
ています。 

**「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク）を参考
にしており、各区分で自殺の要因となりやすい主な危機経路が記載されています。 
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(２)自殺の傾向 
  

白浜町における自殺の傾向として以下の３点が推測されます。 

 

傾向1 世代を問わず男性の自殺者の割合が多い 

自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク）の調査結果では、男性が自

殺に至る１０大要因は事業不振、職場環境の変化、過労、身体疾患、職場の人

間関係の悪化、失業・就職失敗、負債、家族間の不和、生活苦、うつ病とされ

ています。また、悩みを抱えてから自殺に至るまでの平均年数は 3.8 年、亡く

なる前にどこかの専門機関に相談していた割合は 63.3％、自殺で亡くなる２

週間以内に飲酒の変化がみられるケースが、女性よりも 2.6 倍多いと推測され

ることを踏まえた対応が重要です。 

 

傾向２ 中高年層の女性の自殺者の割合が多い 

自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク）の調査結果では、女性が自

殺に至る１０大要因は、家族との死別、身体疾患、育児の悩み・介護疲れ、

DV 被害・被虐待、統合失調症・認知症等、職場の人間関係悪化、家族間の不

和、失業・就職失敗、生活苦、うつ病とされています。また、悩みを抱えてか

ら自殺に至るまでの平均年数は 8.1 年、自殺で亡くなる前にどこかの専門機関

に相談していた割合は８4.1％と、男性より多いと推測されることを踏まえた

対応が重要です。 

 

傾向３ 町民以外の方が町内で自殺する割合が高い 

町民が自殺する人数よりも町内で発見される自殺者数が 2.6 倍多いことから

町外から自殺を目的に訪れていると推測され、自殺ハイリスク地であることも

踏まえた対応が重要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
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(１)計画の基本理念 
 

 本計画は「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指し、計画

の基本理念を以下のように定めます。 

 

 

 

 

(２)計画の目標 
 

 平成 27 年 7 月に閣議決定された大綱では、「先進諸国の現在の水準まで減

少させることを目指し、令和 8 年までに、自殺死亡率を平成 27 年の 18.5 と

比べて 30％以上（13.0 以下）減少させること（自殺者数が約 1 万 6000 人

以下）」が数値目標とされています。 

和歌山県自殺対策計画では、平成 24 年から 28 年の 5 年間の平均自殺死亡

率（19.6）を令和９年までの 10 年間で 30％減少させる（13.7 以下）こと

とし、令和 4 年に自殺死亡率を 16.4 以下とすることを計画の目標としていま

す。 

 町においては、人口が少なく自殺者が１名増減すると自殺死亡率が大きく変

動することから自殺死亡率での目標値は設定せず、平成 30 年から令和 4 年の

自殺者数が平成 25 年から 29 年中の居住地における自殺者数及び発見地にお

ける自殺者数より 15％減少させることを目標とします。 

 

■ 本計画期間中の目標（平成 30 年から令和 4 年の自殺者数） 

住居地における自殺者数 17 名⇒14 名以下 

発見地における自殺者数 45 名⇒38 名以下 

こころといのちを 大切にする まちづくり 
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(３)施策体系 

 

  
基本理念 施策 施策の展開 

こ
こ
ろ
と
い
の
ち
を 

大
切
に
す
る 

ま
ち
づ
く
り 

 基本施策 

重点施策 

①庁内関係部局の連携強化 

②庁外関係機関、民間団体等との連携強化 

①さまざまな職種を対象とする研修 

②一般住民を対象とする研修 

③学校教育・社会教育に関わる人への研修 

④関係者間の連携調整を担う人材の育成 

⑤寄り添いながら伴走型支援を担う人材の育成 

①リーフレット・啓発グッズ等の作成と活用 

②住民向け講演会・イベント等の開催 

③メディアを活用した啓発 

①居場所づくり活動 

②自殺未遂者等への支援 

③遺された人への支援 

①ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

②ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための 

連携の強化 

 

①関係者によるパトロールや監視カメラの使用 

②希死念慮者に対するシェルターによる一時保護と 

生活支援 

③希死念慮者が援助を求めやすくなるような取組 

④飛び降り・飛び込み防止等の取組 

①包括的な支援のための連携推進 

②社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

③自殺対策と生活困窮者自立支援制度との連動 

地域における 

ネットワークの強化 

自殺対策を支える 

人材の育成 

住民への啓発と周知 

児童生徒のＳＯＳの 

出し方に関する教育 

 

生きることの 

促進要因への支援 

ハイリスク地 

における自殺対策 

 

町民への包括的な 

自殺対策 

１ 

2 

3 

4 

5 

１ 

2 
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(４)基本施策 
 

基本施策１．地域におけるネットワークの強化 

 

 自殺の危機に陥る要因は、下の図のように複雑化・複合化した問題が深刻化

し、それらの問題が解決できず危機的な状態にまで陥った時とされています。

このことから保健・医療・福祉の行政機関だけでなく、教育や労働その他の行

政機関、消防や警察、民間団体、民生委員、児童委員、地域の方々等とのネッ

トワークの強化を推進します。 

 

■自殺の危機要因イメージ図 

 

厚生労働省資料参照 

① 庁内関係部局の連携強化 

 各所管で実施している業務を幅広く生きることを支える関連施策として位

置付け、自殺の危機となりうる要因について横断的な連携体制の強化に努め

ます。 

② 庁外関係機関、民間団体等との連携強化 

 平成２１年１月から庁外関係機関や民間団体関係機関等が集まり開催して

いる「自殺防止対策会議」において協議を実施し、連携強化に努めます。 

 

評価指標 自殺防止会議を年1回以上開催する。 
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基本施策２．自殺対策を支える人材の育成 

 

さまざまな悩みや、生活上の困難を抱える人に対しての早期の「気づき」が

重要であり、「気づき」のための人材育成の方策を充実させる必要があること

から以下の５点の推進に努めます。 

 

① さまざまな職種を対象とする研修 

各専門職において取り組むことのできる自殺対策の検討を行う研修会の開

催、多職種が連携し包括的な自殺対策に取り組む体制の構築に努めます。 

② 一般住民を対象とする研修 

 身近な人が早期に自殺の危険を示すサインに気づき、適切に行動することが

できるよう民間団体等が開催するゲートキーパー養成研修の普及啓発に努めま

す。 

③ 学校教育・社会教育に関わる人への研修 

 教育の現場において児童の発するサインに気づき早期に対応できる人材の育

成を目的に、自殺の危機となりうるいじめや不登校、進路の悩み等についての

理解や対応の資質向上に向けた教員向け研修会の開催に努めます。 

④ 関係者間の連携調整を担う人材の育成 

 個々のケースに応じて主として担当する者を明らかにし、直接的に支援する

者、間接的に支援する者等との連絡調整やケース会議の開催等を実施するため

の人材の育成に努めます。 

⑤ 寄り添いながら伴走型支援を担う人材の育成 

 支援を必要としている者に身近にかかわっている社会福祉協議会や社会福祉

法人等の民間団体や民生委員・児童委員等を対象に社会資源の情報提供や相談

支援向上の研修等を開催し、人材の育成に努めます。 

 

評価指標 
専門職向けの自殺防止に関する研修会を年１回以上行う。 

（参加者数３０名以上） 
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基本施策３．住民への啓発と周知 

 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であり、危機

に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適当であるということが、社会

全体の共通認識となるように、積極的に普及啓発を行う必要があることから、

以下の３点の推進に努めます。 

 

① リーフレット・啓発グッズ等の作成と活用 

 自殺対策の取組みの周知するため、住民が手に取りやすい、わかりやすいユ

ニバーサルデザインを意識し、リーフレットや啓発グッズ等の作成と活用を図

ります。 

② 住民向け講演会・イベント等の開催 

 自殺の要因となりうる個々の要因（メンタルヘルスや経済苦等）をテーマに

各世代や状況に応じた講演会やイベントの開催に努めます。 

③ メディアを活用した啓発 

法第7条に規定された自殺予防週間（9月10日から9月16日まで）及び自殺対

策強化月間（3月）の啓発をインターネットや各種報道機関を活用し、国・県

と共に実施するよう努めます。 

 

評価指標 自殺予防週間、自殺対策強化月間に啓発活動を各１回以上行う。 
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基本施策４．生きることの促進要因への支援 

大綱では、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組みに加えて、

「生きることの促進要因」を増やす取組みを行うことが必要とされていること

から以下の３点の推進に努めます。 

 

① 居場所づくり活動 

自殺と社会からの孤立の関係性は高いことから、地域から孤立することを予

防するため、各世代や状況に応じた様々な居場所づくりや居場所の提供に努め

ます。 

② 自殺未遂者等への支援 

 消防や警察、医療機関等と連携し、自殺未遂者の把握や情報共有を行い、重

層的・包括的な支援体制の構築に努めます。 

③ 遺された人への支援 

 消防や警察、医療機関等と連携し、自死遺族に対して相談窓口や自死遺族会

等の情報提供、支援の提供に努めます。 

 

評価指標 各機関の実務担当者会議を年１回以上開催する。 
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基本施策５．児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

 

大綱では、児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育を全国的に展開していく

ためには、「生きることの包括的な支援」として「困難やストレスに直面した

児童生徒が信頼できる大人に助けの声をあげられる」ということを目標とし

て、学校の教育活動として位置づけ、地区担当の保健師等地域の専門家が授業

を行うという形で実施していくこととされていることから以下の２点の推進に

努めます。 

 

① ＳＯＳの出し方に関する教育の実施 

学校教育活動の一環として、臨床心理士や保健師等の外部講師による授業を

実施し、困難やストレスに直面した児童・生徒が信頼できる大人に助けの声を

あげられる体制づくりに努めます。 

② ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための連携の強化 

 学校や教育委員会との連携を強化するだけでなく、児童相談所や保健センタ

ー、福祉部局等の関連機関との連携強化に努めます。 

 

評価指標 校長会にて年1回以上、自殺対策関連の事業周知を行う。 
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(５)重点施策 

 

重点施策１．ハイリスク地における自殺対策 

 

発見地における自殺者数の割合が高い傾向の要因として、三段壁が断崖絶壁

の名勝地として知られ、昼間は多くの観光客で賑わう一方で、海面までの高さが

あることから自殺を目的に来られる人もいることがあげられます。 

 三段壁の自殺対策を官民一体となりハード面・ソフト面の整備・強化を行いま

す。また、三段壁現場での水際の自殺対策に加え、三段壁が自殺ハイリスク地と

いうイメージを払拭し、名勝地である本来の魅力の強化、観光客の滞在時間を延

長する工夫などイメージアップを図る取組みの推進等、下記の 4 点の推進に努

めます。 

 

① 関係者によるパトロールや監視カメラの使用 

 町と地域が連携し三段壁駐車場から岸壁周辺の範囲を徒歩で見回りし、特に

１人でいる観光客に対して声かけを行い、自殺の恐れのある人の発見、保護に

努めます。また、監視カメラを設置し、警察と連携して自殺多発地点の特定、

対策の検討を行います。 

② 希死念慮者に対するシェルターによる一時保護と生活支援 

 自殺を目的に町へ遠方からも訪れることがあるため、警察やNPO団体等と協

働し、希死念慮者の一事保護や自立生活に向けた生活支援を行います。 

③ 希死念慮者が援助を求めやすくなるような取組 

 自殺を目的に町へ訪れる方法として鉄道やバス、タクシーなどの公共交通機

関を利用する場合もあることから、公共交通機関の職員から希死念慮者への声

かけや支援機関への応援要請等が円滑に行う支援体制の整備に努めます。ま

た、周辺商店や観光客、希死念慮者自らが相談することのできる体制整備に努

めます。 

④ 飛び降り・飛び込み防止等の取組 

 自殺多発地点に侵入することを防ぐため、防護柵や夜間防犯灯等の注意喚起

備品の整備や、自殺ハイリスク地というイメージの払拭や観光客の滞在時間を

延長する工夫など、ハード面とソフト面の両側面から自殺発生の防止に取り組

みます。 

 

評価指標 関係者による合同パトロールを週２回以上行う。 
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重点施策２．町民への包括的な自殺対策 

 

町民における自殺対策については、人口規模が少ないことからプライバシー

に配慮しながら現状の把握や有効な自殺対策についての検討を行います。また、

ライフステージに応じた対策や、ライフステージの変化において切れ目のない

横断的な支援体制の構築の推進、対面型相談支援の充実など、次の 3 点に重点

を置き、総合的な自殺対策の推進に取り組みます。 

 

① 包括的な支援のための連携推進 

 自殺の危機に陥る要因は、多岐にわたっており複雑化・複合化した問題が深

刻化し、それらの問題が解決できず危機的な状態にまで陥った時とされている

ことから保健・医療・福祉の行政機関だけでなく、教育や労働その他の行政機

関、消防や警察、民間団体、民生委員、児童委員、地域の方々等とのネットワ

ークの強化し、自殺リスクのある方に早期に対応し、多機関が連携し包括的に

支援するよう努めます。 

② 社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

自殺と社会からの孤立の関係性は高いことから、地域から孤立することを予

防するため、保健事業や障害福祉事業、介護保険事業、ひきこもり対策事業等

の既存のサービスの利用促進や各世代や状況に応じた様々な居場所づくりや居

場所の提供に努めます。 

③ 自殺対策と生活困窮者自立支援制度との連動 

 生活困窮者支援において、労働問題や経済問題、家族問題等が自殺対策同様

に複雑化・複合化した問題となっていることが多いことから、各種制度や事業

の分け隔てなく、安心して地域で生活を送ることのできる体制づくりに努めま

す。 

 

評価指標 
生活困窮者会議にて、年１回以上自殺対策関連の事業周知を行

う。 
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第４章 生きる支援関連施策 
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(１)生きる支援関連施策一覧 
 

 基本施策・重点施策の推進及び計画目標の達成に向け、本計画は民生課福祉

係が自殺対策と自殺対策に関連する施策とのコーディネート役を担い、地域特

性に応じた自殺対策の推進に努めます。また、福祉部局のみならず全庁的な取

組みとして総合的に自殺対策を推進するため、庁内の多様な事業を生きること

を支える取組みとして位置づけ、生きることの包括的な支援として推進しま

す。 
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＜総務課＞ 
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＜民生課＞ 
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＜民生課＞ 
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＜民生課＞ 
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＜住民保健課＞ 
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＜観光課＞ 

     

  

  

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

漁港海岸施設の災

害復旧に関するこ

と 

漁港海岸施設の災害復旧を行う。 

 
 

 

農林施設災害復旧

の工事に関するこ

と 

農林施設災害復旧を行う。 
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第 5 章これまでの取組と評価 
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(１)これまでの取組と評価 
 

●三段壁周辺合同パトロール 

平成２０年に三段壁投身自殺者が急増し、平成２１年２月に週 2 日、行政関

係機関による合同パトロールを開始しました。パトロールでは、三段壁駐車場か

ら岸壁周辺の範囲を徒歩で見回りし、特に１人でいる観光客に対して声かけを

行っています。平成 23 年 6 月からは民間とも連携し、パトロールを週 5 日に

強化し自殺企図者の発見、保護に努めています。 

   

■ パトロールの実施状況 

白浜町 
毎週火・木曜日午後 4時半から午後 5時半に2名体
制で実施 

田辺保健所 
毎週水曜日午後 4時半から午後 5 時半に2名体制で
実施 

白浜警察署 昼夜問わず不定期に実施 

白浜レスキューネットワーク 清掃活動をしながら夕方に不定期に実施 

白浜町社会福祉協議会 白浜町と合同で実施 

白浜町シルバー人材センター チェーン柵施錠時に 1名体制で荒天日以外は毎日実施 

 

●三段壁防護柵の設置 

従来、三段壁は自然の景勝地であることから、景観を妨げる人工物の設置は

極力控えていましたが、平成２１年度より自殺防止と転落防止を目的に防護柵

の設置を開始しました。今後も引き続き転落危険箇所を重点的に防護柵の増設

設置に努めます。 

 

●センサー式防犯灯・夜間防犯灯・センサー式スピーカー設置 

三段壁周辺には、ほとんど街灯がなかったため、平成 21 年度に夜間に点灯

するセンサー式防犯灯を設置し、平成 23 年度には駐車場に夜間防犯灯を設置

しました。また、夜間の不審者侵入を防止するため、注意喚起音声の流れるセン

サー付きスピーカーを平成 26 年度に設置しました。夜間の侵入を防ぐため、今

後も環境や景観に配慮しながら増設設置に努めます。 
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●三段壁入退場管理チェーン柵・監視カメラの設置 

平成 25 年度に早朝や夜間に柵の設置されていないエリアへの入場を規制す

ることを目的に開閉式のチェーン柵を設置し、平成 26 年 7 月から開閉管理を

行っています。また、令和元年度には録画機能付き監視カメラに加えて、警察の

保有するライブ映像の確認できるモニターを白浜警察と白浜町消防本部に設置

し、自殺場所の把握や防止対策を検討しています。 

  

●三段壁イメージアップ計画 

東尋坊や青木ヶ原樹海では、自殺のイメージ以外の印象を持ってもらう様々

な取組みを行っており、三段壁においても平成 26 年度より三段壁の様々な資

源を活かし、周辺商店や観光協会等に協力をいただきながら、デートスポットと

しての周知に取り組んでいます。平成 28 年には「恋人の聖地 南紀白浜/三段

壁」として NPO 法人地域活性化支援センターに認定されました。また、白浜郵

便局にもご協力いただき、駐車場横に設置されているポストをハートのマーク

の入ったピンク色に塗装し、展望台付近には、南京錠をかけることができるハー

トのモニュメントの設置、遊歩道付近でのイルミネーションの設置を行いまし

た。 

 

■ 実施状況 

平成２８年度 

４月 恋人の聖地 「南紀白浜/三段壁」認定 
６月 恋人の聖地認定記念イベント開催 

    ・認定記念式典 
    ・バイオリンとチェロのコンサート 
    ・ピンクポストお披露目、絵はがき投函コーナー 
12月 ハート型モニュメントの設置 

平成２９年度 

５月 第 3回「恋人の聖地 観光交流大賞」受賞 
６月 恋人の聖地認定１周年記念イベント開催 
    ・モンゴル音楽コンサート 
    ・絵はがき投函コーナー 

平成３０年度 

 6 月 恋人の聖地認定２周年記念イベント開催 
    ・世界各地の笛とバイオリンのコンサート 
    ・オリジナル絵はがきの配布・投函コーナー 
    ・オリジナル記念小型印の押印 

イルミネーションの設置 

令和元年度 

6月 第１回「恋人の聖地 地域活性化大賞 JTB 賞」受賞 
恋人の聖地認定３周年記念イベント開催 

    ・スチールドラムとギターのコンサート 
    ・オリジナル絵はがきの配布・投函コーナー 

イルミネーションの継続設置 
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●町内公共交通機関との協定（調整中） 

 自殺を目的に町に訪れる多くの方は、JRきのくに線電車や高速バス、路線バ

ス、タクシー等の公共交通機関を利用しています。そのことから自殺のおそれの

ある方が乗車した場合は、警察や NPO 法人白浜レスキューネットワークに連絡

や保護の要請を依頼できるよう協定締結に向け取り組んでいます。また同協定

には、観光客を対象に三段壁のイメージアップ計画にも協力いただく内容も盛

り込む予定です。 

 

●白浜レスキューネットワークとの連携 

  昭和５４年白浜バプテストキリスト教会の江見太郎牧師によって、「いのち

の電話」の看板が三段壁に設置され、「白浜いのちの電話」が開始されました。

その活動は後任の藤藪庸一牧師に引き継がれ、平成１７年、任意団体「白浜レ

スキューネットワーク」を立ち上げ、人の輪、活動の輪を広げる取組みが始ま

りました。平成１８年 5 月には「ＮＰＯ法人白浜レスキューネットワーク」

を設立、日夜精力的に自殺防止対策に取り組まれています。 

 

■ NPO 法人白浜レスキューネットワークでの保護件数（各年 1月～12月） 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 合計 

人数 69 55 32 33 40 43 229 

NPO 法人白浜レスキューネットワーク調べ       

 

●三段壁投身者（身元不明者）供養 

三段壁から投身された方並びに身元不明の方のご冥福をお祈りするため、町

職員有志が関係者に呼びかけを行い、平成９年から毎年８月に投身者（身元不明

者）供養を行っています。 

 

●無縁者之慰霊碑及び遺骨埋葬所の設置 

火葬場の移転に伴い身元不明者等の遺骨埋葬所が撤去され、新たな設置場所

の確保が課題となっていました。平成２１年度、町営共同墓地近くに設置場所

が決まり、埋葬所と慰霊碑が完成しました。斎場に安置されている身元不明者

の遺骨は、一定年限経過後この埋葬所に移管しています。 
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●対面型相談支援事業              

  ① 心の相談所（カウンセリング）の実施 

平成 22 年度から白浜はまゆう病院、平成 24 年から南和歌山医療セ

ンターに臨床心理士による無料カウンセリング事業を委託しています。

一人でも多くの方が気軽に相談できる環境づくりに努めています。 

 

■ 相談件数（4月～翌3月） 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 合計 

件数 270 192 312 365 296 405 1,840 

民生課調べ  

  ② 訪問支援事業 

保健師や精神保健福祉士、社会福祉士等の専門職による訪問支援や受診

同行支援を実施しています。 

 

●普及啓発事業 

 ① 普及啓発グッズの作成・配布 

「こころといのちを大切に」を標語に自殺対策普及啓発グッズの作成

を行い、町内スーパーに協力いただき街頭啓発や庁内での自殺対策パ

ネル展示などを実施しています。 

 

 ② 自殺予防講演会 

平成 22 年度から婦人会や老人大学、中学生を対象とした講演会や住

民を対象とした講演会を開催しています。 
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■ 実施状況 

平成 25年度 

テーマ：心といのちを大切に（認知行動療法） 
講 師：和歌山診療オフィス 上野 和久 氏 
対象者：白浜中学校全校生徒 
 
テーマ：心といのちを大切に（音楽療法） 
講 師：音楽療法士 小松原 麗 氏 
対象者：日置中学校・三舞中学校全校生徒・老人大学・ 

婦人会（計 4回） 

平成２６年度 

テーマ：こころ、元気っ！ 
講 師：こころ元気研究所 所長 鎌田 敏 氏 
音楽会：中国楽器アンサンブルグループ Bon ami(ボナミ) 
対象者：町民 
参加数：約 80名 
 
テーマ：心といのちを大切に（音楽療法） 
講 師：音楽療法士 小松原 麗 氏 
対象者：白浜中学校全校生徒 

平成２９年度 
テーマ：心といのちを大切に（認知行動療法） 
講 師：和歌山診療オフィス 上野 和久 氏 
対象者：白浜中学校２・3年生（計 2回） 

平成３０年度 
テーマ：心といのちを大切に（認知行動療法） 
講 師：和歌山診療オフィス 上野 和久 氏 
対象者：白浜中学校２・3年生（計 2回） 
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第６章 計画の推進体制 
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計画の推進体制 

 

（１）自殺防止対策会議 

  自殺防止対策を進めるため、平成２１年１月から関係機関が集まり「自殺防

止対策会議」を開催し、自殺防止対策について協議を実施しています。今後は、

本計画の点検・評価を本会議で実施し、この結果に基づいて、計画の見直しを

実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（２）課長会議 

  毎月開催される課長会において、各課全体で共有すべき議題について審議

しています。自殺防止対策についても本会議の議題として提出し、各課の連携

の強化及び本計画の点検・評価を実施し、この結果に基づいて、計画の見直し

を実施します。 

 

(
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（３）地域自殺対策緊急強化基金事業・地域自殺対策強化事業 

平成２１年度より和歌山県の実施する地域自殺対策緊急強化基金活用事業・

地域自殺対策強化事業を活用し、白浜町の地域に合わせた自殺防止対策事業の

取組みを進めています。 

 

【地域自殺対策緊急強化基金事業決算額】 

  ・平成 21 年度…2,792,765 円 

（対面型相談支援事業、人材養成事業、普及啓発事業、強化モデル事業） 

・平成 22 年度…5,958,394 円 

（対面型相談支援事業、電話相談支援事業、人材養成事業、普及啓発事業、 

強化モデル事業） 

 ・平成 23 年度…8,830,715 円 

（対面型相談支援事業、人材養成事業、普及啓発事業、強化モデル事業） 

・平成 24 年度…8,039,288 円 

（対面型相談支援事業、人材養成事業、普及啓発事業、強化モデル事業） 

 ・平成 25 年度…7,117,097 円 

（対面型相談支援事業、人材養成事業、普及啓発事業、強化モデル事業） 

・平成 26 年度…5,786,001 円 

（対面型相談支援事業、人材養成事業、普及啓発事業、強化モデル事業） 

 

 

【地域自殺対策強化事業決算額】 

 ・平成 26 年度… 499,932 円 

（その他地域の実情に応じて強化すべき自殺対策事業） 

・平成 27 年度…6,296,918 円 

（経済情勢対策事業、その他地域の実情に応じて強化すべき自殺対策事業） 

 ・平成 28 年度…2,988,886 円 

 （対面相談事業、ハイリスク地対策事業） 

・平成 29 年度…2,772,094 円 

（対面相談事業、若年層対策事業、ハイリスク地対策事業） 
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（４）計画の策定経過 

 

年月日 項目 主な内容 

平成 30 年 7 月 12 日 自殺防止対策会議 
白浜町第 1 期自殺対策計画策

定に向けて 

令和元年 6 月 課長会議 関連事業の棚卸し作業を依頼 

令和元年 8 月～１１月 関連事業の棚卸し 
各課の係単位での関連事業棚

卸し作業を実施 

令和 2 年 3 月 自殺防止対策会議 
白浜町第 1 期自殺対策計画の

最終確認 
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